
地域限定保育士試験の指定試験機関について、公正、適正かつ確実な試験実施の確保のため、設備、経理的・
技術的な基礎、役員構成等についての条件を設けた上で、株式会社を含む多様な法人を活用可能とする。

＜現状＞
○ 法令上、保育士試験は都道府県が年１回以上実施することとなっている。平成27年度に創設された「国
家戦略特区限定保育士試験（地域限定保育士試験）」制度を契機に、大部分の都道府県で年２回の試験を、
指定試験機関に委託して実施している。

○ 指定試験機関となる法人は、一般社団法人又は一般財団法人に限定しており、現在は全ての都道府県が
単一の一般社団法人を指定しているが、試験の実施回数を増やすことには限界がある。

○ 地域限定保育士試験制度を活用した年３回目の試験実施に向けて、株式会社等の多様な法人を指定試験機
関として活用可能とする。 （国家戦略特別区域法改正による児童福祉法の特例措置）

○ その際、公正、適正かつ確実な試験実施のために以下の条件を設ける。
①地域限定保育士試験の指定試験機関については、設備、経理的・技術的な基礎、役員構成等についての条
件を設ける。 （国家戦略特別区域法施行令改正）

②試験問題の質の確保のため、学識経験者で構成される試験委員の選任に当たっては、試験委員の人数の十
分な確保を含め、実施主体である都道府県が十分な検討の上、認可を行う。

○ 当該都道府県においては、保育士資格の新規資格者の確保、保育士の就業継続支援、離職者の再就職支援
等の保育士確保の取組について、総合的かつ定量的な評価を行い、その結果を公表する。

神奈川県からの要望

追加の規制改革事項の内容

概 要
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○ 国家戦略特別区域限定保育試験に係る指定試験機関について、株式会社等の多様な法人を指定することを
可能とする旨の内容を含んだ、国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律（平成29
年法律第71号。以下「改正法」という。）が６月23日に公布。

◎ 改正法による改正後の児童福祉法（昭和22年法律第164号）
第18条の９ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、法人であつて、保育士試験の実施に関する事務
（以下「試験事務」という。）を適正かつ確実に実施することができると認められるものとして当該都道府県知事
が指定する者（以下「指定試験機関」という。）に、試験事務の全部又は一部を行わせることができる。

○ また、改正法の成立に当たっては、以下の附帯決議が附されている。

◎ 国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成29年５月16日衆議院
地方創成に関する特別委員会可決）

五 新たに国家戦略特別区域限定保育士事業の指定試験機関となる法人について、試験実施機関としての適格性・公正性
の確保に万全を期すること。（略）

◎ 国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成29年６月16日参議院
内閣委員会可決）

六 新たに国家戦略特別区域限定保育士事業の指定試験機関となる法人について、試験実施機関としての適格性・公正性
の確保に万全を期すること。 （略）

法律改正事項

「一般社団法人又は一般財団法人」から改正
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○ 法律にあわせて、指定試験機関の指定先を「一般社団法人又は一般財団法人」から「法人」に改正すると
ともに、公正、適正かつ確実な試験実施を確保するために必要な要件として、設備、経理的・技術的な基礎、
役員構成等についての条件を追加するもの。

◎ 国家戦略特区法施行令（平成26年政令第99号）
第６条 （略）
２ 都道府県知事は、前項の申請が次の要件を満たしていると認めるときでなければ、指定試験機関（準用児童福祉法第十八
条の九第一項に規定する指定試験機関をいう。以下同じ。）の指定をしてはならない。
一 職員、設備、試験事務の実施の方法その他の事項についての試験事務の実施に関する計画が、試験事務の適正かつ確実
な実施のために適切なものであること。

二 前号の試験事務の実施に関する計画の適正かつ確実な実施に必要な経理的及び技術的な基礎を有するものであること。
３ 都道府県知事は、第一項の申請が次の各号のいずれかに該当するときは、指定試験機関の指定をしてはならない。
一 申請者が、一般社団法人又は一般財団法人以外の者であること。

◎ 改正後の国家戦略特区法施行令（案）※ 内閣法制局において審査中
第６条 （略）
２ 都道府県知事は、前項の申請が次の要件を満たしていると認めるときでなければ、指定試験機関（準用児童福祉法第十八
条の九第一項に規定する指定試験機関をいう。以下同じ。）の指定をしてはならない。
一 職員、設備、試験事務の実施の方法その他の事項についての試験事務の実施に関する計画が、試験事務の適正かつ確実
な実施のために適切なものであること。

二 前号の試験事務の実施に関する計画の適正かつ確実な実施に必要な経理的及び技術的な基礎を有するものであること。
三 申請者が一般社団法人又は一般財団法人以外の者である場合にあっては、構成員の構成が、試験事務の公正な実施に支
障を及ぼすおそれがないものであること。

３ 都道府県知事は、第一項の申請が次の各号のいずれかに該当するときは、指定試験機関の指定をしてはならない。
一 申請者が、法人以外の者であること。

政令改正事項
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